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平成23年10月５日 

各 位 

会 社 名 株式会社メディカルシステムネットワーク

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 田 尻 稲 雄

（ コ ー ド 番 号   ４ ３ ５ ０  東 証 第 一 部 ）

問 合 せ 先 常務取締役経営企画部長 田 中 義 寛

（ Ｔ Ｅ Ｌ ． ０ １ １ － ６ １ ２ － １ ０ ６ ９ ）

 

子会社による調剤薬局の株式取得に関するお知らせ 

 

  当社連結子会社である株式会社ファーマホールディング（本社：札幌市中央区、代表取締役社長：秋野治

郎）は、平成23年10月５日開催の取締役会において、平成23年11月１日を期して有限会社佐伯薬局（本

社：熊本県合志市、代表取締役：佐伯万里子）の全株式を取得し、完全子会社とすることを決議いたしまし

たので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式取得の理由 

  当社グループの関わる医薬品業界におきましては、高齢化の進展に伴う国民医療費の増加により中長期的

なマーケットの拡大が見込まれる一方で、スーパーマーケット等との差別化を急ぐドラッグストア大手によ

る調剤併設化の動きや、大手調剤薬局の積極的な出店及びＭ＆Ａの動きなど、競争が激化しております。 

  このような環境のもと、当社グループは、地域と顧客から選ばれる薬局を標榜し、在宅医療への取り組み

や薬剤師等への教育強化、アメニティの改善等、サービスの品質向上を図るとともに、Ｍ＆Ａ及び新規出店

により調剤薬局事業の更なる規模の拡大を目指しております。 

  この度、株式会社ファーマホールディングが、11月１日を期して熊本県にて調剤薬局３店舗を経営する有

限会社佐伯薬局の全株式を取得することといたしました。これにより九州におけるグループ調剤薬局は８月

１日に新規開局した１店舗と合わせ４店舗となります。引き続き九州における店舗網を拡充し、事業の一層

の採算性向上と事業基盤の更なる強化を行い、患者の皆様及び医療機関から信頼され、選ばれる調剤薬局

ネットワークを拡大して参ります。 

  本件株式取得により調剤薬局３店舗が加わり、平成23年11月１日現在の当社グループの店舗数は、調剤薬

局221店舗、ケアプランセンター１ヶ所、ドラッグストア９店舗の合計231店舗となる予定であります。 

 

２．当該子会社の概要（平成23年９月30日現在） 

名 称 株式会社ファーマホールディング 

所 在 地 札幌市中央区北十条西24丁目３番地 

代 表 者 代表取締役社長 秋野 治郎 

事 業 内 容 調剤薬局事業運営持株会社 

資 本 金 107百万円 
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３．株式会社ファーマホールディングの完全子会社となる会社の概要（平成22年10月31日現在） 

名 称 有限会社佐伯薬局 

所 在 地 熊本県合志市須屋715番地84 

代 表 者 代表取締役 佐伯 万里子 

事 業 内 容 調剤薬局の運営 

設 立 年 月 昭和54年５月 

主 な 事 業 所 熊本県合志市２店舗、熊本県熊本市１店舗 

資 本 金   3百万円 

大株主及び持株比率 佐伯 万里子 100.0％ 

総 資 産  74百万円（平成22年10月期） 

売 上 高 236百万円（同上） 

営 業 利 益   5百万円（同上） 

経 常 利 益   5百万円（同上） 

当社と当該会社の

関 係

資本関係 

当社と当該会社の間には、記載すべき資本関係はありません。

また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係

会社の間には、特筆すべき資本関係はありません。 

人的関係 

当社と当該会社の間には、記載すべき人的関係はありません。

また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係

会社の間には、特筆すべき人的関係はありません。 

取引関係 

当社と当該会社の間には、記載すべき取引関係はありません。

また、当社の関係者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係

会社の間には、特筆すべき取引関係はありません。 

関連当事

者への該

当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該

会社の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しま

せん。 

 

４．株式取得の相手先 

佐伯 万里子 3,000株（100.0％） 

 

５．取得前後の所有株数の状況 

異 動 前 の 所 有 株 式 数   0株（所有割合  0.0％） 

取 得 株 式 数 3,000株 

異 動 後 の 所 有 株 式 数 3,000株（所有割合100.0％） 

 

６．今後の見通し 

  本件による当社の今期（平成24年３月期）連結業績に与える影響は軽微であります。 

以 上 

 

 


